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国立大学法人鳥取大学中期計画
(平成16年 6月 3日認可)

(平成17年 2月 1日変更認可)

(平成18年 3月31日変更認可)

(平成19年 3月30日変更認可)

(平成20年 3月31日変更認可)

(平成21年 3月30日変更認可)

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

○教養教育の成果に関する具体的目標の設定

１）グレード・ポイント・アベレージ（GPA）制度を導入し具体的な基準等を学生に「履修

の手引き」等で公表する。

２）出席評価，試験問題の標準解答（可能な限り）の公表等の評価基準を明示し，さらに

評価データを公表するシステムを構築する。

３）学部，大学それぞれで成績優秀者，顕著な活動を行った者を顕彰する現行の制度を継

承する。

○卒業後の進路等に関する具体的目標の設定

１）各学部において修得した専門的知識を生かして社会貢献できるよう，適切な就職・進

路指導，各種国家試験受験指導等に一層の努力をする。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策

１）教育の成果・効果を検証するための方法等を検討する機能を大学教育総合センターに

付して検討・実施を行う。

２）卒業後の進路の分析を通して，成果の目標の妥当性をチェックし改善できる体制を作

る。

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策

１）「知」のみならず，強い「実践的マインド」を有する学生の受け入れ方策を適切に講ず

る。

２）アドミッションセンターは，各学部から提示されたアドミッション・ポリシーに応じ

た，学生をリクルートすることに努める。

○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策

１）モチベーションの醸成を促す教育の取り組みを具体化する。

２）将来，職として専門性を生かせる教育課程の編成という狭義な視点及びより成熟した

社会を目指すために必要であるという教育課程の編成等多様な視点での教育課程編成が

可能となる体制をとる。

３）倫理教育，安全教育，環境問題に関する教育を充実し，責任意識の高い技術者・研究

者の養成を図る。

４）技術系学科では，日本技術者教育認定機構（JABEE）の認定の取得を拡大して，国際的
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に通用する技術者の養成を図る。

５）技術経営（マネージメント・オブ・テクノロジー＝MOT）教育を導入し，高度技術者の

養成を図る。

○授業形態，学習指導法等に関する具体的方策

１）大学教育総合センターの教育研究開発部の機能を充実させて，教材の有効利用及び教

科毎の指導法の研究開発を行う。

２）上記開発を踏まえた実践が行われるよう指導し，チェックする機関を教育研究評議会

に置く。

３）情報通信技術（IT）を活用した講義の拡充を図るためにソフトとハードの両面の整備

・活用を図る。

○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策

１）成績評価基準をシラバスに明示し，評価基準の妥当性に関し外部評価を受ける。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

○適切な職員の配置等に関する具体的方策

１）大学として職員の適切な配置を決めうる体制を構築する。

○教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策

１）講義室・演習室の電子管理を行う。

２）図書資料のオンライン目録の整備充実を図る。

３）電子ジャーナルの充実を図る。

４）教育関連の電子掲示板の整備を行う。

５）学生にパソコンを必携とし，教育研究へのパソコン活用を図る。また，そのための教

室，図書館等の設備充実を図る。

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策

１）教員の教育業績評価システムを確立する。それを受けて処遇の方法を定める。

２）学生，教員相互の授業評価などを踏まえ，評価の有効性などを検討する教員を大学教

育総合センターへ配置する。

３）評価結果を踏まえて，学部長は研修必要者にファカルティ・ディベロップメント（FD）

研修会への積極的な出席を促す。

○教材，学習指導法等に関する研究開発及びFDに関する具体的方策

１）大学教育総合センターの教育研究開発部の機能を充実させて，教材の有効利用及び教

科毎の指導法の研究開発を行うとともに，教育支援委員会において全学的な改善が図れ

るようなシステムを構築する。

２）メディア教育にかかるものについては，情報委員会，総合メディア基盤センター，大

学教育総合センター及び附属図書館で連携をとりながら進めていく。

３）ファカルティ・ディベロップメント（FD）の目標を達成するために教授方法改善専門

委員会の責任として，次の３項目を実施する。

①FDの研修会等を実施する。

②教育改善の取り組みの成果の評価方法とそれをフィードバックするシステムの整備を

行う。
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③学生による授業評価の効果的な利用のための方策の検討と推進を行う。

○全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策

１）スペース・コラボレーション・システム（SCS）を利用した教育に積極的に参加する。

２）他学部開設講義の受講を推進する。

３）国内外の乾燥地科学を志すポストドクター，大学院生，研究生等を積極的に受け入れ，

海外基地などにおける教育を通じて，世界に通用する人材育成を行うために全国共同利

用施設の乾燥地研究センタ－を活用する。

４）情報通信技術・情報メディアに関連した教育，高速ネットワークを用いた米子キャン

パスとの学内共同教育の充実を図るため総合メディア基盤センターを活用する。

５）各分野の専門性を生かし，各学部・大学院と連携して学部・大学院教育及び研究者教

育の支援を行う。また，「組換えDNA実験指針」，「動物愛護法」，「実験動物の飼養及び管

理に関する基準」，「放射線安全管理」及び「特殊機器の利用」を基本とした知識・技術

の理解と普及を図るため生命機能研究支援センターを活用する。

６）大学教育の改善のための核として教育目的・目標に即した教育課程の見直しを行い，

授業評価等を生かした授業実施体制を組み，それとともにFD活動及び自己点検・評価を

積極的に推進するために大学教育総合センターを活用する。

○学部・研究科等の教育実施体制に関する特記事項

１）連合農学研究科は，鳥取大学を設置大学とし，島根大学，山口大学を参加大学として

連合することによって，一大学では成し得ない高い専門性と国際性を有し，かつ地域社

会に貢献できる高度な農学教育を実施する。

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策

１）学生の理解度に対応した学習支援体制を充実する。（例えばティーチング・アシスタン

ト（TA）制度の活用やオフィスアワーなど）

２）入学時における大学への適応支援を行う。

全学共通科目の大学入門ゼミを通じて入学時における大学教育への適応支援を行う。

３）鳥取県教育委員会との協定に基づき高校教員との連携により，教養基礎科目の充実を

図る。

４）学生に対する相談，助言体制を充実する。（例えば学級教員・チューター制など）

５）学生のニーズに応える体制の充実を図る。

６）学生が行う情報の検索，収集，整理，測定，分析，とりまとめ，提示などを支援する

組織・システム・施設・機器等の充実を図る。

７）課外活動の支援を行う。

８）学習支援に寄与する組織（附属図書館，国際交流センター，大学教育総合センター，

総合メディア基盤センター，生命機能研究支援センターなど）の連携と充実を図る。

９）学生相談内容の多様化に対応して，心身ともに健康な学生生活を個別に支援するため

に，学生相談室の充実と専任カウンセラーの確保に努める。

○生活相談・就職支援等に関する具体的方策

１）相談員を始めとする職員の資質の向上を図る。

２）「なんでも相談」の窓口業務の明確化と学内外機関との協力・支援体制の強化を図る。

３）不登校及び成績（修学）不振者への呼びかけ，相談及び支援の実施を行う。
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４）相談及び生活情報収集が可能なスペースの確保・充実に努める。

５）ピアサポーター（学生相談員）の育成を図る。

６）キャリア教育及び資格取得コースの開設を行う。

７）情報収集能力の強化を図る。

８）就職相談体制及びガイダンスの充実を図る。

９）上記実現のためのスタッフの充実を図る。

10）セクシュアル・ハラスメントの防止に努める。

○経済的支援に関する具体的方策

１）各種奨学金制度及び授業料免除制度の充実に努める。

２）下宿生活学生への各種情報提供等による生活支援サービスを図る。

３）ティーチング・アシスタント（TA）制度，リサーチ・アシスタント（RA）制度を活用

した学生の経済的自立の支援に努める。

○社会人・留学生等に対する配慮

１）留学生に関しては，生活・学習等に対する充実した情報提供を随時行うとともに，各

部局と国際交流センター及び保健管理センターが連携してきめ細かな支援を行う。

２）鳥取県留学生推進協議会等による留学生支援システムの活用を図る。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○目指すべき研究の方向性

１）異分野教員の研究を融合させる研究プロジェクトを活発化させる。

２）本学の特性を生かした先端的研究の促進を図る。

３）地域の社会的ニーズに即した研究の促進及び普及に努める。

○大学として重点的に取り組む領域

１）２１世紀COEプログラム該当プロジェクト（乾燥地科学プログラム等）

２）機能再生医科学の研究推進と実践化

３）次世代マルチメディア基盤技術開発

４）未利用資源有効利用の基盤技術開発

５）サステイナブルな地域再構築のための政策的研究

６）自然エネルギー活用の基盤技術開発

○成果の社会への還元に関する具体的方策

１）研究成果の概要を広く公表する。

２）知的財産権取得を通じ研究成果の普及を図る。

３）社会との連携の場を通じて，研究成果の還元に努める。

○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策

１）以下のような項目等を参考にしながら，具体的，客観的に評価する。

①学会誌掲載論文数及びインパクト・ファクター等

②学会賞受賞

③国内外招待講演

④知的財産権取得の有無
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⑤知的財産権使用による収益

⑥地域貢献度の評価

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

○適切な研究者等の配置に関する具体的方策

１）研究担当の理事のもと，異分野教員の研究を融合させる研究プロジェクトを立ち上げ

る。この場合において，プロジェクトの名称を付し，対外的に使用することを認める。

２）研究に重点を置いた教員の配置が可能となる体制をとる。

３）特定プロジェクトにおいては，ポストドクター，RAや研究支援スタッフの活用を可能

とする体制を作る。

○研究資金の配分システムに関する具体的方策

１）研究においては，学内的にも競争的資金の運用を図る。

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

１）大型設備等は，全国共同利用施設及び学内共同教育研究施設を通しての要求及び設置

を原則とし，広く有効活用を図る。

○知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策

１）知的財産本部（仮称）の設置を目指し一括管理を行う。

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策

１）顕彰制度を設ける。

２）機関帰属特許などの発明者・研究室への正当な還元のためのルールを制定し，実施す

る。

○全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策

１）学内共同研究に関しては，鳥取大学共同研究推進機構の１５研究領域で積極的な取組

みを行うと共に，共同研究，受託研究，異分野間の共同研究を積極的に推進することを

大学として支援する。

２）全国共同研究に関しては，乾燥地科学プログラム（２１世紀COEプログラム），中国内

陸部の砂漠化防止と開発利用に関する基礎的研究（日本学術振興会拠点大学交流事業），

乾燥地農業の生態系に及ぼす地球温暖化の影響に関する研究（総合地球環境学研究所と

の共同研究）を中心としたより効率的な研究体制の構築を図り，国際共同研究の推進や

海外研究教育基地の設置を通じて，乾燥地科学分野の研究を推進するため乾燥地研究セ

ンター（全国共同利用施設）を活用する。

３）情報通信技術・情報メディアに関連した研究に対する基盤整備を行うため総合メディ

ア基盤センターを積極的に活用する。

４）ライフサイエンス，環境科学，ナノテクノロジー・材料など高度化・学際化した先端

的研究を統括して，共同研究を積極的に推進するため生命機能研究支援センターを活用

する。

○学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項

１）工学部では，地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）に基づき，地震発生に

いたる地殻活動解析のための観測研究を他大学・研究機関と連携して行う。
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３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

○地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策

１）地域貢献推進室を窓口とし，年度毎にPlan・Do・Check・Action （PDCA）管理を行う。

２）社会貢献委員会は地域住民のニーズに応えた，公開講座，各種研修会への講師派遣，

理科ばなれ，ものづくり対策への協力等幅広い活動を企画，支援する。

３）鳥取県との教育職員の相互派遣に関する協定を継続して，全学共通科目の一部の授業

を高校教諭が担当するとともに，高等学校の体験学習等の授業を大学教員が行うことに

より高等学校との連携の推進を図る。

４）全学共通科目の高年次実践科目に地元自治体首長，地元企業の社長等を講師に迎え多

角的な教育を行う。

５）インターンシップについては，鳥取県，鳥取市及び米子市と締結している協定を継続

する。また，日経連インターンシップ等を通じて学生の派遣先を確保する。

○産学官連携の推進に関する具体的方策

１）地域共同研究センターを窓口に関係諸団体との連携を強め，実質的な活動を行う。

２）コーディネーター機能の充実を図り，共同研究，受託研究の件数の増加を図る。

３）地域共同研究センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーを窓口として，産業界

からのニーズの受信，技術化可能情報の発信を行う。

４）共同研究推進機構を活用し，広範な研究領域に係わる問題解決に当たる。

５）鳥取大学振興協力会及びとっとり乾地研倶楽部等と協力して，定期的に講演会，交流

会を開催する。

６）研究領域の教員と関連自治体，企業との関係者と意見交換を行う。

７）県の産学官連携推進室と十分な連携を持つ。

８）地域の需要等に応じ，公開セミナー，高度技術研修等を開催する。

○地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策

１）大学コンソーシアム山陰の組織の活動を活発化する。

○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策

１）学術交流協定締結校から語学教員を受入れ，語学教育の充実を図る。

２）学術交流協定締結校への語学研修を大学として企画し，学生の参画を促すとともに大

学コンソーシアム山陰においても各大学の企画する語学研修に構成大学の学生が参加で

きる措置をとる。

３）学部学生の短期留学の支援を行う。

４）乾燥地研究センターや農学部にあっては，乾燥地域に拠点（海外研究教育基地）を形

成し職員の派遣，大学院生の海外研修・実習を必修とする体制を整える。

５）現在，実施している発展途上国を対象としたプロジェクトを継続的に実施するととも

に，新たなプロジェクトの開発を目指す。

６）学術交流協定締結校との研究連携を促進するため，シンポジウム開催等への資金援助

枠を明示する。

７）外国の研究者や教員の招聘が容易となる基盤を整備する。

８）２１世紀COEプログラムに係わる領域では，外国人研究者の招聘を計画に従って行う。

９）職員や大学院生の海外派遣は，資金の許される範囲で引き続き行う。
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10）学術交流協定締結校との連携は，これまで以上に一層の活性化を図る。

11）知的支援による国際交流についても積極的に推進する方向で努力する。

○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策

１）日本学術振興会拠点大学方式学術交流事業として，乾燥地研究センターと中国科学院

水利部水土保持研究所を拠点大学とする共同研究をより一層押し進める。

２）独立行政法人国際協力機構・集団研修コースとして，乾燥地，半乾燥地に属する開発

途上国の灌漑用水資源開発に携わる研究者・技術者を対象に基礎知識と応用技術の研修

を積極的に行う。

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

○医療サービスの向上や経営の効率化に関する具体的方策

１）患者のプライバシー保護，アメニティ充実の推進を図る。

２）病院長のリーダーシップを支援する部門の充実を図るとともに，病院業務に特化した

事務組織を設置し，経営の効率化を推進する。

３）地域医療の核となる救命救急センターの設置・充実を図る。

４）病診・病病連携の推進，完全予約制の推進を図る。

５）医療品質向上の推進を図る。

○良質な医療人養成の具体的方策

１）卒前の臨床教育，卒後初期臨床研修並びに専門医研修に連続性を持たせ，臨床教育・

実習の充実を図る。

２）コメディカルの実務実習を積極的に受け入れるとともに受入体制を一層整備する。

３）患者中心の総合的な実践研修システムの構築を図る。

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策

１）先端医療技術開発への学内外の基礎医学者や他学系研究者の参加を推進する。

２）学内組織との連携により，トランスレーショナル・リサーチの推進を図る。

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策

１）臓器・機能別診療体制を充実させ，関連病院と機能的に連動する診療体制を確立する。

２）関連病院群との間で診療機能の分担を図り，高度先端医療を大学指導型で推進し，教

育，診療，マンパワーの効率化を図る。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

○大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策

１）大学・学部との交流を密にし，大学教員と附属教員が共同でプロジェクトを企画し，

教育に関する研究を推進する。

２）各学部学生の教育実習の受入れと，教育実習カリキュラムの充実を図る。

○学校運営の改善に関する具体的方策

１）各種委員会の充実を図り，教育・研究の企画，立案の向上に努める。

２）少子化，公立学校等との関連を考慮して，附属学校園の在り方（適正規模等）につい

て検討する。
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○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策

１）各附属学校の入試委員会及び専門委員会の充実を図り，適切な入学試験を行う。

○公立学校との人事交流に対応した体系的な職員研修に関する具体的方策

１）公立学校（県教育委員会）との人事交流を行い活性化を図る。

２）研究会，研修会等に積極的に参加し，資質の向上を図る。

○地域貢献に関する具体的方策

１）公立学校等への研究成果の公開，情報提供を積極的に行う。

２）県教育センター研修者への臨床的研究の場の提供を行う。

○各附属学校園相互の連携を深める具体的方策

１）幼，小，中一貫したカリキュラムの開発を行う。

２）異年次交流（各学校園交流）の推進を図る。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策

１）学長，理事，副学長及び事務の代表者で組織する企画調整会議を設け，全学的観点か

ら経営戦略を立て，健全な経営を図る。

２）学長管理定員を確保し，組織の弾力的活用を図る。

○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策

１）人材活用，財政運営，組織再編などを全学的視点で行う。

２）役員会，経営協議会及び教育研究評議会の権限と責任を明確にした上で，密接な連携

を図る。

３）部局長会議を設置し，学内の意見の集約を行うとともに，学長の運営方針を各部局構

成員に周知する。

４）学内委員会を整理統合し，審議内容，構成員等の見直しを行う。

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策

１）副学部長等の補佐役を設け，学部長等の補佐体制を充実し，学部長等を中心としたダ

イナミックな学部等運営体制を確立する。

２）教授会の審議事項を精選するとともに，一般的な事項については，代議員制の導入に

より教授会の審議を経ず執行を行うことも考え，機動的・戦略的な学部等運営を行う。

○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策

１）学内委員へ事務職員等を積極的に登用し，教員・事務職員等が協力して大学運営の企

画立案に参画する。

２）役員，学部長等を，より密接，効果的に支える事務組織の在り方を検討し，事務組織

の再編，人員の配置についての見直しを行う。

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策

１）新たな算定ルールに基づき配分するが，大学の戦略的経費はあらかじめ配分基本方針

に入れ，重点的に配分する。
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○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策

１）経営協議会等に外部有識者を登用し，大学運営に社会の意見を積極的に反映させるシ

ステムを構築する。

２）労務，情報など高い専門性を担当する部署を新たに設置する。

３）専門知識・技術を有する者を積極的に採用したり，あるいは専門的な研修を受けさせ

るなどの明確な人事方針を確立する。

○内部監査機能の充実に関する具体的方策

１）学長直属の内部監査室を設置し，会計，安全，業務等の内部監査を徹底する。

○国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策

１）積極的に協力する。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策

１）本学における教育研究組織の設置改廃については，学部長等は学長へ，又は学長自ら

提案し，教育研究評議会で審議し役員会で決定する。

○教育研究組織の見直しの方向性

１）教育サービスに関する機能の拡充を図る。

２）社会的ニーズの変動に伴う組織の見直しを行う。

３）組織の改編計画は，以下のとおりである。

①地域学の教育研究の充実を図る。

ⅰ）地域学部の充実を図る。

ⅱ）大学院教育学研究科を見直し，再編の検討を行う。

②医学・医療・生命科学・保健学の教育研究の充実を図る。

ⅰ）大学院医学系研究科の充実・発展を図る。

ⅱ）医工連携を継続するとともに医農連携を検討する。

ⅲ）医学部附属施設の研究部門を見直し，再編の検討を行う。

③工学の教育研究の充実を図る。

ⅰ）工学部及び大学院工学研究科を見直し，再編の検討を行う。

ⅱ）ものづくりを重視した教育の充実を図る。

④農学・獣医学の教育研究の充実を図る。

ⅰ）農学部獣医学科及び生物資源環境学科を見直し，再編の検討を行う。

ⅱ）農学部附属施設の統合を検討する。

ⅲ）大学院農学研究科を見直し，再編の検討を行う。

⑤全国共同利用施設及びその他の教育研究施設は，教育研究の進展の動向や社会のニー

ズ等を見ながら充実を図る。

ⅰ）乾燥地研究センターの整備拡充を図る。

ⅱ）教育地域科学部附属教育実践総合センターを大学附属の生涯教育総合センターに

転換する。

ⅲ）教育地域科学部附属の小学校，中学校，養護学校，幼稚園を大学附属に転換し，

教育の充実を図る。

ⅳ）大学の情報化関係施設の統合を図る。
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ⅴ）知的財産本部（仮称）の設置の検討を行う。

ⅵ）大学教育総合センターの充実を図る。

学科・専攻等の設置に伴い，変更等となる学位の種類及び分野

事 項 現 行 変 更 後

変 更 教育地域科学部 地域学部

学士（教育学） 学士（地域学）

〃 （教養学）

〃 （地域政策学）

〃 （地域科学）

新 規 医学系研究科

修士（保健学）

３ 職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

１）それぞれの職種においてインセンティブ付与を基本とする人事評価システムを構築し，

職員の能力開発及び適正な配置に活用する。

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策

１）専門性の高い職種については，独自に採用する方法を明文化する。

２）大学の方針に基づき兼職・兼業の弾力的な運用を行う。

３）多様な勤務形態を導入する。

○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策

１）「鳥取大学における教員の任期に関する規則」及び「鳥取大学教員選考に関する基本方

針」の積極的な運用を行う。

○外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策

１）国際化，国際貢献，男女平等の見地から外国人・女性教員の積極的な登用を行う。

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策

１）職員の専門性の向上を図るため，生涯教育総合センターを窓口として，スタッフ・デ

ィベロップメント（SD）の強化及び学外研修への派遣を促進する。

２）職員の能力の向上及び組織の活性化等のため，他大学等との人事交流を推進する。

○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

１）総人件費改革の実行計画を踏まえ，職員配置の適正化等により，平成２１年度までに

概ね４％の人件費削減を図る。

２）業務内容の洗い出しを行い，合理化計画を立て，人件費に関して適切な対応をする。

○職員の倫理保持，ハラスメントの防止の方策
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１）就業規則に規定するとともに，倫理規程，「鳥取大学におけるハラスメントの防止等に

関する規程」を活用し，倫理保持及びハラスメントの防止に努める。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策

１）事務組織の編成，人員配置について適正かどうかを常に見直す。

２）全学の情報システムを統括し，全学的見地から情報システムを企画立案・運用する機

能を持った部門を設置する。

○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策

１）業務のスピード化，効率化，効果的な人員配置の観点から検討を行い，アウトソーシ

ングの導入を促進する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策

１）科学研究費補助金の申請率を高める。

２）科学研究費補助金，共同研究，受託研究，奨学寄附金等の情報収集体制を確立し，外

部資金獲得の増加を図る。

３）各種研究助成金の公募情報収集体制を整備し，積極的に申請させ，外部資金獲得の増

加を図る。

４）企業等のニーズと大学の有するシーズのコーディネート活動を活発化させ，共同研究，

受託研究の増加を図る。

５）外部資金の受入れについては，適切な間接経費を賦課する。

○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策

１）収益性が考えられる各種業務について，事業化の可能性を検討し，可能なものについ

ては速やかに実施し，収入の増加を図る。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○管理的経費の抑制に関する具体的方策

１）業務の外部委託，調達方法の見直し，事務の効率化，光熱水量の節減等により，管理

的経費の縮減に努める。

２）Ⅱ－３「中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策」に

記載したとおり，人件費の削減を図る。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策

１）土地：

利用状況の再点検を行い，全学的視点に立った効果的・効率的な運用・管理に努める。

２）施設：

Ⅴその他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置の項に詳述

３）設備：

学内に分散している各種計測・分析機器のうち，可能なものから集中管理を図るとと

もに，新規に導入する大型設備は，学内共同教育研究施設に設置する等，効率的な運用
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に努める。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

○自己点検・評価の改善に関する具体的方策

１）大学には，副学長を責任者とする評価委員会を置き，部局等には部局評価委員会を置

く。

○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策

１）評価結果に基づき，部局にあってはその長，法人にあっては学長はその改善に努める。

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策

１）学内情報が全て集積され，各種のデータベース化を行い，学内外へ必要な情報発信を

行う部署を作る。

２）ホームページ及び広報誌等の見直しを随時行い，学内外への大学情報の発信をより一

層活発化させる。

３）大学運営の透明性を保つため，法令等に基づく情報公開及び情報開示について対応を

行う。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

１）早期に本学の施設整備の長期計画を作成する。

２）２年毎に全学的な施設整備及び有効利用状況に関する点検調査を実施し，報告書を作

成するとともに学長は必要な勧告を行う。

３）早期に全学の共用スペースの確保計画を作成する。

４）耐震性の確保，老朽施設の改善を図るための改修計画を順次進める。

５）学内の交通計画の見直しを実施し，道路改修・歩道・駐車場の整備計画及び入構規制

の具体的計画を策定する。

６）点字ブロック・点字標識・障害者用エレベーター・障害者用トイレの整備に努める。

また，学内サイン計画を策定し年次的に整備していく。

７）早期にゴミの分別収集を徹底し，次年度の減量化目標を策定して実施するサイクルを

定着させる。

８）環境美化に対する組織を整備し，啓発活動に努めるとともに，学生を含めたキャンパ

ス・クリーン活動を年３回行う。

９）早期に毒劇物関係法令，化学物質排出把握管理促進法（PRTR法），環境汚染防止関係法

の担当部署を一元化する。それらに関する現状把握，現状分析，管理法，減量化等の対

策案を作成する。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策

１）労働安全衛生法により定められた実施要綱，実施手順により見直しを行い，定期点検

を含む必要な業務を行う専門的な部署を設ける。

２）施設設備についても安全点検及び報告義務を課する。
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○学生等の安全確保等に関する具体的方策

１） 学生等の教育研究中の安全確保についても関連実験毎に安全指針及び手順の作成を行

い，必要な事項は見やすい所への掲示を義務づける。

２）IT関連の安全管理についてもソフト面（教育）を含め万全を期す。

３）附属学校園の児童，生徒，幼児が安全，安心な生活を送ることができるように安全の

確保に努める。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

１ 別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額： ３４億円

２ 想定される理由：運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借り入れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

１ 附属病院施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本学の敷地及び建物に

ついて，担保に供する。

２ 農学部附属フィールドサイエンスセンターの土地の一部（岡山県真庭市蒜山上徳山字川上，

４３４.７９㎡）を譲渡する。

Ⅸ 剰余金の使途

１ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

・（医病）基幹・環境整備 総額 施設整備費補助金 （ ３４６）

６６９

・小規模改修 船舶建造費補助金 （ ０）

・高度医療大型設備 長期借入金 （ ３２３）

・災害復旧工事 国立大学財務・経営センター施設費

交付金 （ ０）

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要な業務の実施状況

等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加

されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営

センター施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により所要額の変動

が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において
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決定される。

２ 人事に関する計画

１）教員人事の流動性・多様化を高めるため，任期制と公募制を更に進める。

２）教員総数に占める外国人教員及び女性教員の比率を上げる。

３）各学部所属教員の高度な専門性を活かした教育・研究について，相互に連携・協力を

積極的に進める。

４）定年退職した職員及び産業・経済界から優れた人材を積極的に活用する。

５）事務職員の専門性等の向上のため，新たに経営企画，労務管理，知的財産，産学連携

業務等に関する研修の実施及び他大学，民間等との人事交流を積極的に行う。

６）技術職員の専門性の高い技術を全学的に有効活用するため組織を見直し，集約化を図

る。また，地元大学として産業界へ貢献の観点から派遣について検討する。

７）事務処理規程を見直し，手続きの簡素化を図り，併せて電子決裁システムを導入する。

８）給与事務簡素化のため，給与規程等の見直しを行うとともに，管理職手当，超過勤務

手当，大学院手当等の諸手当を見直し，経費の削減を図る。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み 90,009百万円（退職手当は除く。）

３ 中期目標期間を超える債務負担

（ＰＦＩ事業） 該当なし。

（長期借入金） （単位：百万円）

年度 中期目標 次期以降 総 債 務
H16 H17 H18 H19 H20 H21

財源 期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入
1,560 1,560 1,571 1,575 1,579 1,584 9,429 12,130 21,559

金償還金

（リース資産） 該当なし。

４ 災害復旧に関する計画

平成１６年１０月に発生した台風２３号等により被災した施設の復旧整備をすみやか

に行う。
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別表（収容定員）

地域学部 ６７０人
（うち教員養成に係る分野 ２１０人）

医 学 部 １，１４０人
（うち医師養成に係る分野 ４７０人）

工 学 部 １，８００人
農 学 部 １，０１０人

（うち獣医師養成に係る分野 ２１０人）
計 ４，６２０人

平
成 教育学研究科 ８４人

１６ （うち修士課程 ８４人）
年 医学系研究科 ３１４人
度 （うち修士課程 ６２人）

（うち博士課程 ２５２人）
工学研究科 ３７０人

（うち修士課程 ３０６人）
（うち博士課程 ６４人）

農学研究科 １２２人
（うち修士課程 １２２人）

連合農学研究科 ４９人
（うち博士課程 ４９人）

計 ９３９人

合 計 ５，５５９人

地域学部 ７００人
（うち教員養成に係る分野 １４０人）

医 学 部 １，１４０人
（うち医師養成に係る分野 ４７０人）

工 学 部 １，８００人
農 学 部 １，０１０人

（うち獣医師養成に係る分野 ２１０人）
平 計 ４，６５０人
成

１７ 教育学研究科 ８４人
年 （うち修士課程 ８４人）
度 医学系研究科 ３３５人

（うち修士課程 ８２人）
（うち博士課程 ２５３人）

工学研究科 ３６９人
（うち修士課程 ３０６人）
（うち博士課程 ６３人）

農学研究科 １２２人
（うち修士課程 １２２人）

連合農学研究科 ５１人
（うち博士課程 ５１人）

計 ９６１人

合 計 ５，６１１人

地域学部 ７３０人
（うち教員養成に係る分野 ７０人）

医 学 部 １，１４０人
（うち医師養成に係る分野 ４７０人）

工 学 部 １，８００人
農 学 部 １，０１０人

（うち獣医師養成に係る分野 ２１０人）
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計 ４，６８０人
平
成 教育学研究科 ８４人

１８ （うち修士課程 ８４人）
年 医学系研究科 ３３０人
度 （うち修士課程 ８２人）

（うち博士課程 ２４８人）
工学研究科 ３６９人

（うち修士課程 ３０６人）
（うち博士課程 ６３人）

農学研究科 １２２人
（うち修士課程 １２２人）

連合農学研究科 ５１人
（うち博士課程 ５１人）

計 ９５６人

合 計 ５，６３６人

地域学部 ７６０人
医 学 部 １，１４０人

（うち医師養成に係る分野 ４７０人）
工 学 部 １，８００人
農 学 部 １，０１０人

（うち獣医師養成に係る分野 ２１０人）
計 ４，７１０人

平
成 地域学研究科 ７２人

１９ （うち修士課程 ７２人）
年 医学系研究科 ３３０人
度 （うち修士課程 ８２人）

（うち博士課程 ２４８人）
工学研究科 ３６９人

（うち修士課程 ３０６人）
（うち博士課程 ６３人）

農学研究科 １２２人
（うち修士課程 １２２人）

連合農学研究科 ５１人
（うち博士課程 ５１人）

計 ９４４人

合 計 ５，６５４人

地域学部 ７６０人
医 学 部 １，１４０人

（うち医師養成に係る分野 ４７０人）
工 学 部 １，８００人
農 学 部 １，０１０人

（うち獣医師養成に係る分野 ２１０人）
計 ４，７１０人

平
成 地域学研究科 ６０人

２０ （うち修士課程 ６０人）
年 医学系研究科 ３３０人
度 （うち修士課程 ８２人）

（うち博士課程 ２４８人）
工学研究科 ３６９人

（うち修士課程 ３０６人）
（うち博士課程 ６３人）

農学研究科 １２２人
（うち修士課程 １２２人）
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連合農学研究科 ５１人
（うち博士課程 ５１人）

計 ９３２人

合 計 ５，６４２人

地域学部 ７６０人
医 学 部 １，１５５人

（うち医師養成に係る分野 ４８５人）
工 学 部 １，８００人
農 学 部 １，０１０人

（うち獣医師養成に係る分野 ２１０人）
計 ４，７１０人

平
成 地域学研究科 ６０人

２１ （うち修士課程 ６０人）
年 医学系研究科 ３３０人
度 （うち修士課程 ８２人）

（うち博士課程 ２４８人）
工学研究科 ３６９人

（うち修士課程 ３０６人）
（うち博士課程 ６３人）

農学研究科 １２２人
（うち修士課程 １２２人）

連合農学研究科 ５１人
（うち博士課程 ５１人）

計 ９３２人

合 計 ５，６４２人
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(別紙) 予算(人件費の見積りを含む。)収支計画及び資金計画

１．予 算

平成１６年度～平成２１年度 予算

(単位 ： 百万円)

区 分 金 額

収入

運営費交付金 73,936

施設整備費補助金 346

船舶建造費補助金 0

施設整備資金貸付金償還時補助金 2,173

国立大学財務・経営センター施設費交付金 0

自己収入 98,584

授業料及入学金検定料収入 21,630

附属病院収入 76,329

財産処分収入 0

雑収入 625

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 6,036

長期借入金収入 323

計 181,398

支出

業務費 157,342

教育研究経費 79,185

診療経費 64,581

一般管理費 13,576

施設整備費 669

船舶建造費 0

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 6,036

長期借入金償還金 17,351

計 181,398

[人件費の見積り]

中期目標期間中総額 90,009百万円 を支出する。(退職手当は除く。)

注) 人件費の見積りについては，１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算して

いる。

注) 退職手当については，鳥取大学職員退職手当規程に基づいて支給することとするが，運営

費交付金として措置される額については各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職

手当法に準じて算定される。

注) 組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。
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[運営費交付金の算定ルール]

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は，以下の事業区分に基づき，それぞれの対応する数

式により算定したもので決定する。

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員(役員含む)の人件費相当額及び管理運営経費の総

額。

Ｌ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＬ(ｙ)。

②「学部・大学院教育研究費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人

件費相当額及び教育研究経費の総額。

Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。(Ｄ(ｘ)は，設置基準に基づく教員に

かかる給与費相当額。)

③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当

額及び教育研究経費の総額。

Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。(Ｄ(ｘ)は，標準法に基づく教員にか

かる給与費相当額。)

④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要

となる経費。

Ｆ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＦ(ｙ)。

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕

⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。

(平成１５年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外)

⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。

(平成１５年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外)

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕

⑦「学部・大学院教育研究費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職

員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。

Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。

⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教職員の

人件費相当額及び教育研究経費の総額。

Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。

⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額

及び教育研究診療経費の総額。

Ｅ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＥ(ｙ)。

⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業

費の総額。

Ｅ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＥ(ｙ)。

⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業費

の総額。

Ｅ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＥ(ｙ)。

⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として，当該事業年度において措置する経費。

⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕
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⑭「その他収入」：検定料収入，入学料収入(入学定員超過分)，授業料収入(収容定員超過

分)，雑収入。平成１６年度予算額を基準とし，中期計画期間中は同額。

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕

⑮「一般診療経費」：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診療経費

の総額。平成１６年度予算額を基準とし，中期計画期間中は同額。

⑯「債務償還経費」：債務償還経費として，当該事業年度において措置する経費。

⑰「附属病院特殊要因経費」：附属病院特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費。

〔附属病院運営費交付金対象収入〕

⑱「附属病院収入」：附属病院収入。

Ｊ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＪ(ｙ)。

運営費交付金 ＝ Ａ(ｙ) ＋ Ｂ(ｙ) ＋ Ｃ(ｙ)

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金に

ついては，以下の数式により決定する。

Ａ(ｙ) ＝ Ｄ(ｙ) ＋ Ｅ(ｙ) ＋ Ｆ(ｙ) ＋ Ｇ(ｙ) － Ｈ(ｙ)

(１) Ｄ(ｙ) ＝ ｛Ｄ(ｙ－１)×β(係数)×γ(係数)－Ｄ(ｘ)｝×α(係数)＋Ｄ(ｘ)

(２) Ｅ(ｙ) ＝ Ｅ(ｙ－１)×β(係数)×α(係数)

(３) Ｆ(ｙ) ＝ Ｆ(ｙ－１)×α(係数)±ε(施設面積調整額)

(４) Ｇ(ｙ) ＝ Ｇ(ｙ)

(５) Ｈ(ｙ) ＝ Ｈ(ｙ)

Ｄ(ｙ)： 学部・大学院教育研究経費(②，⑦)，附属学校教育研究経費(③，⑧)を対象。

Ｅ(ｙ)： 教育研究診療経費(⑨)，附置研究所経費(⑩)，附属施設等経費(⑪)を対象。

Ｆ(ｙ)： 教育等施設基盤経費(④)を対象。

Ｇ(ｙ)： 特別教育研究経費(⑫)を対象。

Ｈ(ｙ)： 入学料収入(⑤)，授業料収入(⑥)，その他収入(⑭)を対象。

２．毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については，以下の数式により決定

する。

Ｂ(ｙ) ＝ Ｉ(ｙ) － Ｊ(ｙ)

(１) Ｉ(ｙ) ＝ Ｉ(ｙ)

(２) Ｊ(ｙ) ＝ Ｊ(ｙ－１)＋Ｋ(ｙ)

[Ｋ(ｙ) ＝ Ｊ’(ｙ)×λ(係数)－Ｊ’(ｙ)]

〔その他〕 附属病院運営費交付金算定ルールは，診療分の運営費交付金を受ける附属病

院のみ適用。

Ｉ(ｙ)： 一般診療経費(⑮)，債務償還経費(⑯)，附属病院特殊要因経費(⑰)を対象。

Ｊ(ｙ)： 附属病院収入(⑱)を対象。(Ｊ’(ｙ)は，平成１６年度附属病院収入予算額。

Ｋ(ｙ)は，「経営改善額」。)
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３．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金に

ついては，以下の数式により決定する。

Ｃ(ｙ) ＝ Ｌ(ｙ) ＋ Ｍ(ｙ)

(１) Ｌ(ｙ) ＝ Ｌ(ｙ－１)×α(係数)

(２) Ｍ(ｙ) ＝ Ｍ(ｙ)

Ｌ(ｙ)： 一般管理費(①)を対象。

Ｍ(ｙ)： 特殊要因経費(⑬)を対象。

【 諸 係 数 】

α(ｱﾙﾌｧ) ：効率化係数。△１％とする。

β(ﾍﾞｰﾀ) ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合

的に勘案して必要に応じ運用するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

なお，物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には，

一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。

γ(ｶﾞﾝﾏ) ：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。各事業年

度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

ε(ｲﾌﾟｼﾛﾝ)：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。各事業

年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。

λ(ﾗﾑﾀﾞ) ：経営改善係数。２％とする。平成１７年度以降，中期計画期間中に相当程度の収

支改善を求めるための係数。

注) 運営費交付金は上記算定ルールに基づき，一定の仮定の下に試算されたものであり，各事

業年度の運営費交付金については，予算編成過程においてルールを適用して再計算され，決

定される。

なお，運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については，１

７年度以降は１６年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等により所要額の変動

が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程において決定される。

注) 施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期

借入金収入は，「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注) 施設整備資金貸付金償還時補助金は，償還計画に基づく所要額を計上している。

注) 自己収入，産学連携等研究収入及び寄付金収入等については，１７年度以降は１６年度見

積額を基礎として試算した収入予定額を計上している。

注) 産学連携等研究収入及び寄付金収入等は，版権及び特許権等収入を含む。

注) 業務費，施設整備費については，１７年度以降は１６年度見積額を基礎として試算した支
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出予定額を計上している。

注) 産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は，産学連携等研究収入及び寄付金収入等により

行われる事業経費を計上している。

注) 長期借入金償還金については，償還計画に基づく所要額を計上している。

注) 運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」

は１とし，また，「施設面積調整額」については，面積調整はないものとして試算している。
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２．収支計画

平成１６年度～平成２１年度 収支計画

(単位 ： 百万円)

区 分 金 額

費用の部 169,986

経常費用 169,978

業務費 158,888

教育研究経費 14,992

診療経費 40,294

受託研究費等 3,246

役員人件費 999

教員人件費 54,156

職員人件費 45,201

一般管理費 2,355

財務費用 4,723

雑損 0

減価償却費 4,012

臨時損失 8

収入の部 178,992

経常収益 178,984

運営費交付金 72,321

授業料収益 17,788

入学金収益 2,705

検定料収益 732

附属病院収益 76,329

受託研究等収益 3,246

寄付金収益 2,674

財務収益 0

雑益 625

資産見返運営費交付金等戻入 1,161

資産見返寄付金戻入 67

資産見返物品受贈額戻入 1,336

臨時利益 8

純利益 9,006

総利益 9,006

注) 受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。

注) 受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成１６年度～平成２１年度 資金計画

(単位 ： 百万円)

区 分 金 額

資金支出 182,531

業務活動による支出 161,243

投資活動による支出 2,804

財務活動による支出 17,351

次期中期目標期間への繰越金 1,133

資金収入 182,531

業務活動による収入 178,556

運営費交付金による収入 73,936

授業料及入学金検定料による収入 21,630

附属病院収入 76,329

受託研究等収入 3,246

寄付金収入 2,790

その他の収入 625

投資活動による収入 2,519

施設費による収入 2,519

その他の収入 0

財務活動による収入 323

前期中期目標期間よりの繰越金 1,133

注) 施設費による収入には，独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事

業に係る交付金を含む。

注) 前期中期目標期間よりの繰越金には，寄付に係る国からの承継額１,１３３百万円を含む。


